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尼崎市屋外広告物条例の一部改正について（素案） 

 

 

第１ はじめに 

   本市では、良好な景観・風致を維持し、また、公衆に対する危害を防止することを目

的として、尼崎市屋外広告物条例（以下「条例」といいます。）及び尼崎市屋外広告物

条例施行規則（以下「規則」といいます。）を制定し、屋外広告物についての規制・指

導を行い、これまで一定の成果を上げてきました。 

 そのような中、本市では、地域の活性化とさらなる魅力の向上を図るため、様々なイ

ベントの実施や公共施設の包括管理など、市民・事業者等の多様な主体と連携したまち

づくりや鉄道駅を中心としたエリアごとの特色を生かした事業の取組を推進している

ところです。今後、この取組をさらに進めるため、公共施設を活用した地域の活性化や、

自治会等が行う公共的な活動の財源の確保にも取り組む必要があります。 

 さらに、条例の施行から、１０年以上が経過し、現行の屋外広告物の許可期間等が、

最近の屋外広告物に係る実態と合わない部分がみられるようになりました。 

   こうした課題に対応すべく条例を改正します。 

 

 

第２ 現行の条例の改正の必要性 

⑴ 民間事業者の屋外広告物の公共施設への設置について 

地域の活性化・魅力向上等を実現するうえで、民間事業者の屋外広告物を公共施設

に設置し、活用することができるよう、民間事業者の屋外広告物の公共施設への設置

を一律に禁止する条例の規定の適用の緩和を行う必要がある。 

⑵ 自治会等による民間事業者の屋外広告物の禁止地域への設置について 

地域の活性化・魅力向上を実現するうえで、自治会等の多様な主体が民間事業者の屋

外広告物を活用して公共的な取組を行うことができるよう、条例に定める屋外広告物

の設置禁止地域の適用の緩和を行う必要がある。 

⑶ その他の条例の制度について 

許可期間、管理者の住所要件等の条例上の制度のうち、屋外広告物の設置者に過度な

負担となっている可能性がある部分について、その内容の見直しを行う必要がある。 
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第３ 本市の条例及び規則について 

１ 「屋外広告物」の定義・種類 

 ⑴ 定義 

 

 

 

 

 

  → 一言でいえば、屋外で公衆から見えるように設置されている看板、貼り紙類。 

  → 屋外広告物に当たらないものの例 

街頭で配布されるビラ（×常時又は一定の期間継続して表示）、建物の中に表示さ

れている広告物（×屋外）、竿竹屋の音声広告（×掲出・表示） 

 ⑵ 種類 

本市では、屋外広告物を次のように区別している。 

  ア 「自家用広告物」・・・自己の名称、店名、営業内容等を表示するために、自己

の敷地内に設置する屋外広告物 

  イ 「管理用広告物」・・・自己の所有・管理する建物等の管理上の必要に基づき設

置する屋外広告物 

  ウ 「非自家用広告物」・・・自家用広告物・管理用広告物以外の屋外広告物 

   【参考】自家用広告物と管理用広告物のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 屋外広告物を規制する目的 

 

 

 

 

 

管理用広告物 

屋外広告物法第２条第１項 

「屋外広告物」とは、常時又は一定の期間継続して屋外で公衆に表示されるもので

あって、看板、立看板、はり紙及びはり札並びに広告塔、広告板、建物その他の工作

物等に掲出され、又は表示されたもの並びにこれらに類するものをいう。 

条例第１条 

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、屋外広告物について必要な規制を行うことにより、良好な景観

の形成若しくは風致を維持し、又は公衆に対する危害を防止するとともに、広告物

等と地域環境との調和を図るための施策を推進することにより地域の良好な景観の

形成に資することを目的とする。 

スーパー〇〇 
スーパー〇〇 

駐車禁止 

自家用広告物 
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  → 一言でいえば、①良好な景観・風致の維持と②公衆に対する危害の防止（安全の

確保）の観点から、規制を行っている。 

 

３ 本市における規制の内容 

 ⑴ 「禁止地域」の設定 

   景観上、安全上の観点から、禁止地域を設定している。禁止地域では、原則として

屋外広告物の設置は禁止されている。 

  禁止地域の例・・・いわゆる住居専用地域、文化財として指定された建築物等からの

周囲５０メートルの範囲、官公署、図書館、公民館など 

 ⑵ 「許可制度」の実施 

   一定規模以上の屋外広告物を設置しようとする場合は、あらかじめ市長の許可を受

けなければならないこととしている。 

 

 

 

 

 

   市長が許可を行う際の許可基準は、条例の委任を受けた規則で定めている。規則には、

全ての屋外広告物が適合しなければならない「共通基準」と屋外広告物の種類ごとに適

合しなければならない「個別基準」の２種類が存在する。 

  ア 共通基準の例・・・蛍光塗料や反射光の強い塗料を使用しないこと、発光する屋外

広告物の表示面積の合計は４０平方メートル以下とすること、

など。 

  イ 個別基準の例・・・壁面利用の屋外広告物 

             （ｱ）表示面積の合計 壁面の５分の１以下（商業地域は４分

の１以下）とすること。 

             （ｲ）広告物の高さ ４７メートル以下（商業地域は５２メー

トル以下）とすること。 

             （ｳ）表示方法 ・壁面の外郭線から突出させないこと。 

                     ・窓又は開口部をふさがないこと。 

                     ・意匠（デザイン）が同一のものにあっては、

１つの壁面に１枚までとすること。 

  

条例第８条 

（許可） 

第８条 市の区域内において、屋外広告物を表示し、又は設置しようとする者は、市

長の許可を受けなければならない。 
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第４ 改正の内容 

１ 公共施設への民間事業者の屋外広告物の設置を可能とするための改正 

 ⑴ 現行の条例 

   本市では、庁舎、都市公園、道路等の公共施設を屋外広告物の設置の禁止地域とし、

原則として屋外広告物の設置を禁止している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 規制の趣旨 

   庁舎、都市公園、道路等の公共施設は、不特定多数の者の利用が想定され、かつ、景

観における「オープンスペース」としての機能も有していることなどから、安全上・景

観上の観点から屋外広告物の設置を一律に禁止している。 

 ⑶ 改正の必要性 

   本市では、地域の活性化とさらなる魅力の向上を図るため、様々なイベントの実施や

公共施設の包括管理など、市民・事業者等の多様な主体と連携したまちづくりや鉄道駅

を中心としたエリアごとの特色を生かした事業などの取組を推進しているところです。

今後、この取組をさらに進めるためには、広場や公園などの公共施設に民間事業者の屋

外広告物の設置を認め、これらの公共施設及びその周辺の地域をより活性化させてい

く必要があることから、民間事業者の屋外広告物の公共施設への設置を一律に禁止し

ている現行の条例の規定について、その本来の趣旨を踏まえつつ、その規制内容の一部

を緩和する必要がある。 

   また、公共的な活動等を継続していくためには、その財源確保の観点から、民間事業

者の屋外広告物を公共施設の敷地内に設置することが可能となるようにする必要があ

る。具体的には、公共施設の余剰空間に、公共施設の管理者が民間事業者の屋外広告物

の設置を認め、その民間事業者から支払われる広告料を公共的な活動等の実施に要す

る費用に充てることが想定される。 

（禁止地域等） 

第１５条 次の各号に掲げる地域及び場所（以下「禁止地域等」という。）において

は、広告物等を表示し、又は設置してはならない。 

 ⑹ 道路、鉄道、軌道及び索道の区間並びにこれらから展望することができる地域

のうち、市長が指定する区域 

⑺ 都市公園法(昭和 31 年法律第 79 号)第 2 条第 1 項に規定する都市公園の区域及

びその他の公園、緑地等の公共空地のうち、市長が指定する区域 

⑻ 河川、運河、水路、池沼、海浜及びこれらの付近の地域のうち、市長が指定す

る区域 

⑼ 港湾、駅前広場及びこれらの付近の地域のうち、市長が指定する区域 

⑽ 官公署、学校、図書館、公会堂、公民館、博物館、美術館、体育館及び公衆便

所の敷地 
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 ⑷ 改正の内容 

公共施設の敷地内に民間事業者の屋外広告物が設置される場合は、ガイドライン（後

述）に基づく開発指導課の関与のもと、施設管理者が、施設の特性、周辺の景観、まち

なみ全体に与える影響を考慮し、屋外広告物の内容、規模、設置場所等を決定すること

とする。このように、具体的な諸条件を考慮し、景観及び安全に配慮して設置される屋

外広告物で、その広告料を本市の施策の実施その他の公共的取組に要する費用に充て

るものについては、現行の条例の規定（要許可、総表示面積の規制、禁止地域）の適用

を除外する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 公共施設に設置する民間

事業者の屋外広告物 

「その広告料を本市の施策の実施そ

の他の公共的取組に要する費用に充

てるもの」であれば、適用除外。 

許可不要、禁止地域に設置可能。 

ガイドラインに

基づく景観・安全

面の事前チェッ

クあり。 

歩道橋に民間事業者等の屋外広告物の設置を認めた事例（天王寺駅前歩道橋） 

【参考】他の自治体の先行事例 
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⑸ ガイドラインの策定 

   公共施設に設置される民間事業者の屋外広告物が、景観と安全に配慮した公共施設

にふさわしいものとなるよう、学識経験者、屋外広告物設置業者、公共施設管理者等の

意見を踏まえ、「ガイドライン」を策定する。公共施設に民間事業者が屋外広告物を設

置するに当たっては、この「ガイドライン」を基本として、景観や安全に配慮した公共

施設にふさわしい屋外広告物の設置を誘導することとする。 

 

【参考】ガイドラインの策定のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

⑹ 開発指導課の関与 

   民間事業者の屋外広告物の公共施設への設置に当たっては、開発指導課が関与する

ことで、景観や安全に配慮した公共施設にふさわしい屋外広告物の設置を誘導するこ

ととする。 

 

【参考】開発指導課の関与のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公共施設管理者 開発指導課 

意見聴取 

①事前相談 

③民間事業者の屋

外広告物の募集 

民間事業者 

（スポンサー） 

学識経験者 

屋外広告物事業者 

各施設管理者 

②ガイドラインに基づく指導・助言 

④屋外広告物の設置 

公共用地であることから、特定の企業に独占的に屋外広

告物を設置させることは想定しておらず、期間を定め

て、公募により企業を決定することを予定。 

原則としてプロポーザル方式（広告料の価格だけでな

く、周囲の景観との調和やにぎわいの創出への寄与度等

を総合考慮する方法）による決定を行う。 

開発指導課 
都市美アドバイザーチームの委員

を経験した職員 

ガイドライン策定 

※開発指導課…屋外広告物、景観規制等を担当する部署 

※都市美アドバイザーチーム…良好な景観を誘導するために、建築、道路

等の部署の職員により構成する組織 
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２ 自治会、商店街振興組合等が民間事業者の屋外広告物を禁止地域内に設置するこ

とを可能とするための改正 

 ⑴ 現行の条例 

   本市では、いわゆる住居専用地域等は屋外広告物の禁止地域とされ、原則として屋外

広告物の設置を禁止している。 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 規制の趣旨 

   住居専用地域等は、景観及び安全に配慮した良好な住環境の確保を図る必要がある

ため、原則として屋外広告物の設置を禁止している。 

 ⑶ 改正の必要性 

   本市では、公園の自主管理をお願いしている自治会等への財政的支援の観点から、そ

の自治会等に公園への自動販売機の設置を認め、その収益を公園の管理費用に充てる

ことができる制度の構築を行うなど、地域の活性化や魅力の向上のための取組を推進

している。今後、この取組をさらに進めるため、自治会、商店街振興組合、株式会社等

が、地域の催しの実施、ベンチや防犯カメラの設置等の公共的な取組を行う場合には、

その財政的支援として、低層住居専用地域等の禁止地域内に民間事業者の屋外広告物

を設置することを認め、その広告料を公共的な取組の費用に充てることができるよう

にする必要がある。現行の条例の規定では、民間事業者の屋外広告物を自治会等が禁止

地域内に設置することは一切禁止されていることから、この規定を緩和する必要があ

る。 

 ⑷ 改正の内容 

   民間事業者の屋外広告物で、その広告料が自治会等の公共的な取組に要する費用に

充てられるものについては、条例の規定（禁止地域）の適用を除外する。ただし、この

ような屋外広告物の設置をしようとする自治会等は、あらかじめ本市の許可を受けな

ければならない。 

   なお、上記の屋外広告物の選定に当たっては、①公募によるなど公平性・透明性を確

保すること、②景観と安全に配慮した屋外広告物とすることを自治会等に十分に説明

することとする。また、広告料が公共的な取組の費用に充てることも事前に確認する。 

  

（禁止地域等） 

第１５条 次の各号に掲げる地域及び場所（以下「禁止地域等」という。）において

は、広告物等を表示し、又は設置してはならない。 

⑴ 第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地

域、第２種中高層住居専用地域・・・ 
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⑸ ガイドラインの策定 

   自治会等が設置する民間事業者の屋外広告物については、規則に定める基準により、

規模、数量等の制限を行うほか、景観と安全に配慮した屋外広告物とするため、ガイド

ラインを策定し、当該ガイドラインに沿って屋外広告物の設置を行うよう指導等を行

う。なお、このガイドラインについても、学識経験者、屋外広告物事業者、自治会等の

意見を踏まえて策定する。 

 

【参考】ガイドライン策定のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

⑹ 設置の許可等の手続 

   規則に定める基準（次頁）に基づく許可制度により、屋外広告物の乱立を防止すると

ともに、開発指導課から景観面や安全面の指導等を行う。また、民間事業者（スポンサ

ー）の決定に当たっては、公募によるなど、公平性・透明性の確保を図るよう指導を行

う。 

 

【参考】開発指導課の関与のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見聴取 

学識経験者 

屋外広告物事業者 

自治会等 

開発指導課 

自治会等 開発指導課 

①事前相談 

③民間事業者の屋

外広告物の募集 

民間事業者 

（スポンサー） 

②ガイドラインに基づく指導・助言 

④申込み（決定） 

⑤許可申請 

⑥許可 

都市美アドバイザーチームの委員

を経験した職員 

ガイドライン策定 

※開発指導課…屋外広告物、景観規制等を担当する部署 

※都市美アドバイザーチーム…良好な景観を誘導するために、建築、道路

等の部署の職員により構成する組織 
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【参考】禁止地域内における自家用広告物の許可基準 

 現在、禁止地域内では、自家用広告物に限り、下記の表に定める基準に適合し、市長の

許可を受けている場合はその設置が可能である。今回の改正後は、いわゆるスポンサー広

告についても、下記の表に定める基準に適合し、市長の許可を受けている場合はその設置

が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 許可基準 

第１種禁止地域等 

（文化財保護法の

指定建造物等から

５０メートル以内

の区域） 

【表示面積】１０平方メートル以下、３基以下 

【場所】屋上利用のもの、壁面から突出するものは禁止 

【高さ】建植広告物の高さは５メートル以下 

【色彩】彩度の高い色（マンセル値１０以上）は２色以下等。 

【表示方法】ネオンサイン等の使用及び光源の点滅の禁止等 

※上記の基準に適合し、かつ、屋外広告物の種類ごとに定める基準

に適合する必要あり。 

第２種禁止地域等 

（第１種・第２種

低層住居専用地

域、第１種・第２

種中高層住居専用

地域、公共施設

等） 

【表示面積】２０平方メートル以下、４基以下 

【場所】屋上利用のものは原則禁止 

【高さ】建植広告物の高さは７メートル以下 

【色彩】彩度の高い色（マンセル値１０以上）は２色以下等。 

【表示方法】ネオンサイン等の使用及び光源の点滅の禁止等 

【その他】屋外広告物の種類ごとに定める基準 

※上記の基準に適合し、かつ、屋外広告物の種類ごとに定める基準

に適合する必要あり。 

第３種禁止地域等 

（高速道路の路端

から２００メート

ル以内の範囲で、

高速道路上から視

認可能な地域等） 

【表示面積】３０平方メートル以下、５基以下 

【高さ】建植広告物の高さは１０メートル以下 

【色彩】彩度の高い色（マンセル値１０以上）は２色以下等。 

【表示方法】ネオンサイン等の使用及び光源の点滅の禁止等 

※上記の基準に適合し、かつ、屋外広告物の種類ごとに定める基準

に適合する必要あり。 
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【参考】自治会、商店街振興組合等が公共的な取組を行う際の費用を獲得する目的で、市

長の許可を受けて設置する屋外広告物の例 

 

～現行～ 

（例）低層住居専用地域内に自治会が所有・管理する施設がある場合 

→低層住居専用地域は屋外広告物の設置の禁止地域であるが、自己の名称を表示するも

の（自家用広告物）であれば、一定の規模で設置が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～改正後～ 

（例）低層住居専用地域内に自治会が所有・管理する施設がある場合 

→低層住居専用地域は屋外広告物の設置の禁止地域であるが、自治会が公共的な取組を

行う際の費用を獲得する目的で設置を希望する屋外広告物（自家用広告物に非該当）

についても、市長の許可を受ければ設置が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○○自治会館 

○○自治会館 

○○自治会館 

○○自治会館 

地域活動を応援します。 

△△株式会社 

〇〇地域を応援します。 

☆☆建設 

広告主から支払われた広告

料を地域のイベントの開催

経費や地域の防犯の取組等

に充てることが可能に！ 
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３ その他の制度の改正 

 ⑴ 屋外広告物の設置に係る許可期間の延長 

  ア 現行の条例 

    屋外広告物の設置の許可の期間は、２年以内としている。 

 

 

 

  イ 規制の趣旨 

    屋外広告物は常時風雨に晒されるものであり、劣化等のおそれがあることから、２

年以内に許可の更新を義務付け、その更新時に屋外広告物の自主点検を促すことと

している。 

  ウ 改正の必要性 

    上記のとおり、屋外広告物は常時風雨に晒されるものではあるものの、近時の調査

では、屋外広告物の劣化が大幅に進行するのは設置の約１０年後からであるとされ

ている。最長でも２年という短い期間で許可の更新を義務付けるのは、屋外広告物の

設置者にとって過度の負担となる可能性がある。 

  エ 改正の内容 

    許可期間を「２年以内」から「３年以内」に改める。上記のとおり、屋外広告物の

劣化が大幅に進行するのは設置の約１０年度からであるとされているが、①屋外広

告物ごとに個体差があること、②国のガイドラインにおいて３年以内の許可の更新

が望ましいとされていること、③「３年以内」としている他の自治体においても特段

の支障が生じていないこと等を総合考慮し、本市においても「３年以内」とすること

とする。また、一定の規模以上の屋外広告物（高さが４メートルを超えるもの等）で、

その設置から９年が経過したもの（３回目の許可更新）については、屋外広告士、屋

外広告物点検技能講習修了者等による点検を義務付ける。 

 

 ⑵ 屋外広告物の管理者の住所要件の緩和 

  ア 現行の条例 

    屋外広告物の設置者は、市内に住所、事業所等を有しない場合、市内又は本市に隣

接する市に住所を有する者を広告物管理者として選任しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

（許可の期間及び条件） 

第１１条第２項 許可の期間は、2年以内において市長が定める。 

（広告物等管理者の設置等） 

第２０条第２項 広告物等を表示し、又は設置する者は、市内に住所、事業所

又は営業所を有しない場合においては、市内又は本市に隣接する市に住所を有

する者を広告物等管理者としなければならない。 
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   ※管理者の業務及び資格（現行） 

    ●業務・・・次の(a)・(b)の業務 

(a)日常点検として屋外広告物に異常がないかの確認を行う。 

(b)屋外広告物の倒壊、落下等があり、また、その可能性がある場合に、

現場に駆け付けて状況を確認するとともに、屋外広告物事業者に連絡

をするなど、迅速に危険を回避する措置を講じる。 

    ●資格・・・尼崎市・西宮市・伊丹市・大阪市・豊中市に住所を有する個人である

こと。ただし、次に掲げる屋外広告物を設置する場合には、屋外広告物

士、建築士、電気工事士等のいずれかの資格が必要。 

         (a)建植広告物で高さが４ﾒｰﾄﾙ超、表示面積１０平方ﾒｰﾄﾙ超のもの 

         (b)建築物を利用する広告物で表示面積が５平方ﾒｰﾄﾙ超のもの 

         (c)アーチを利用するもの 

         (d)街路灯に添架するもの 

  イ 規制の趣旨 

    日常点検のほか、屋外広告物の倒壊、落下等があったか、そのおそれがある場合に、

迅速にその対処を行うことができるよう、「市内又は本市に隣接する市に住所を有す

る者」を広告物管理者として選任しなければならないこととしている。 

  ウ 改正の必要性 

    近時の交通事情を勘案した場合、「市内又は本市に隣接する市に住所を有する者」

でなければ必ずしも上記の趣旨を達成することができないとはいえない。そうする

と、広告物管理者たり得る者の要件を緩和してもよいのではないか。 

エ 改正の内容 

    従来の「市内又は本市に隣接する市に住所を有する者」のほか、「自動車又は鉄道

を利用した場合に概ね１時間以内で本市に到達可能な場所に住所を有する者」を広

告物管理者として選任することができるようにする。 

以 上 

 

 

 


